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研究成果の概要（和文）：本研究はサードセクター研究で著名なVictor Pestoff氏との共同研究である。研究の
目的は社会的企業による介護と医療供給を評価するための指標をつくることであった。Pestoff氏がスウェーデ
ンの保育所を対象に行ったWECSS調査の指標を用いて質問票をアレンジし、それを用いて、日本で医療や介護を
提供する協同組合、公立病院、民間病院を対象に、職員調査、利用者調査、ボランティア調査を実施した。その
結果、職員調査では約7000件、利用者調査約600件、ボランティア調査約200件のデータベースを完成し、社会的
企業としての協同組合による医療と介護が生み出す社会的価値とその創造機能を示した。

研究成果の概要（英文）：　This research is a joint research with Prof. Victor Pestoff (Ersta Skondal
 Bracke University College) who is a leader in third-sector research, and the purpose of the 
research is to evaluate eldercare and health care service produced by social enterprises.
　We revised the questionnaire of WECSS survey which Pestoff conducted for childcare in Sweden, and 
we used it for our surveys.  We asked staffs, users and volunteer in eldercare and healthcare of 
cooperatives, public hospitals and private hospitals to answer the questionnaire. We succeeded to 
have database with 7000 responses of staffs, 600 response of users and 200 responses of volunteers. 
This database contributes to analyze that social enterprise could produce not only eldercare and 
healthcare service but also many kinds of social value.

研究分野： 社会福祉学

キーワード： 社会的企業　ペストフ　協同組合　高齢者介護　地域医療　サービスの質　量的調査　社会的価値
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　医療や介護サービス供給では営利企業の供給シェアが拡大している。多元主義は政府、非営利、営利の競争に
より質の高いサービスを目指すものであったが、営利企業による市場の寡占化が懸念される。バランスあるサー
ビス市場のためにも、非営利部門による潜在的社会貢献を明確にし、その社会的な存在意義を示す作業が必要で
あり、本研究はその役割を果たしている。
　日本の協同組合医療は1919年に島根県青原村で始まり、専門職と地域住民の協働で、医療供給だけでなく、地
域の発展に貢献し、その歴史は世界的にも注目される。本研究は日本に残る協働の文化を世界に発信し、地域医
療や介護の意味を数値で示そうとする数少ない試みである。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

 
研究代表者の斉藤と共同研究者（研究協力者）の Victor Pestoff 氏が共同で実施した過去のフ

ィールド調査では、日本の市民セクターにおける事業者（特に協同組合）は、介護や医療サービス
を提供する（outputs）だけでなく、多数の社会価値の創造(outcomes)が明らかとなった。例えば JA
長野厚生連佐久総合病院（佐久市）は故若月俊一院長のリーダーシップのもと、日本の医療政策
に影響を与える数多くの取り組みを行ってきた。「農民とともに」という基本理念を掲げて展開した
「出張診療」「文化活動」「全村健康管理運動」は佐久病院の医療活動の特徴であるが、Pestoff の
「共同生産」概念を用いると、地域ケア科が行う在宅での終末医療は専門職（医師・看護師・介護
職員等）と利用者（本人や家族、地域住民）による「共同生産」ということができる。なぜならば終末
期医療は本人や家族の意思があってこそ成立するからである。また健康管理活動、地域における
多職種との協働によるネットワーク組織の構築は、地域において在宅の終末期医療を普及させる
ための地域医療政策の一環であり「共同統治」(co-governance)である。同様に南医療生活協同組
合（名古屋市）の活動は、1959 年の伊勢湾台風で 5000 人の命が失われた地域で、住民たちの出
資でできた診療所から始まった。南生協病院を中核に、海外でも注目される班会(HANKAI)と呼
ばれる小規模グループ活動をベースに地域に 6 万人もの組合員を持ち、認知症高齢者向けグル
ープホームの運営、また在住外国人を対象にした健康管理運動等も展開している。 

また JA 厚生連と医療生協は戦後、それぞれの法律体系で運営されてきたが、日本の協同組合
医療のルーツをたどれば 1990 年に主にドイツの都市信用組合システムをモデルの考え方を輸入
して、産業組合法が協同組合設立の根拠法となった。また日本の医療制度は 1874 年医制に始ま
り、「一府県あるいは有志の人民協同して病院を建設せんと欲する時…許可を受くべし」として自由
開業制が前提となっていた。1919 年島根県青原村に初めての協同組合医療が誕生した。ほぼ
100 年後に成立した介護保険法（2000 年施行）と NPO 法（1998 年）の関係とよく似ている。つまり
日本の社会的企業のルーツは協同組合医療にあると考えることもできる。 
 
これまでの研究成果の発展に向けて： JA 厚生連と医療生協の 9 組織を対象に調査を進める中で、
申請者らは Pestoff がスウェーデンで実施し注目された WECSS 調査を日本で実施する計画を立て
た。WECSS 調査はスウェーデン統計局が採用する調査方法を踏襲しており、信頼性が高い上に、
Pestoff は「労働環境」視点を加えている。さらに本研究では社会的企業による医療・介護供給の
「社会的価値」視点を加え、日本の状況を踏まえた調査枠組みを設定することとした。 
 
 
２．研究の目的 
 

本研究の目的は、社会的企業が供給する介護・医療サービスが生み出す社会的価値に注目し、
その価値を測定する方法を確立することであった。多くのヨーロッパ諸国において、介護の民間委
託や市場化は営利企業の寡占化を招き、福祉多元主義の理想とは異なる方向に進んでいる。ヨ
ーロッパのサードセクター研究で知られる Pestoff(2008)はこの状況に警鐘を鳴らしており、市民セ
クターの社会的企業による介護・医療の可能性を明らかにし促進することで、バランスのとれた福
祉多元主義が貢献できるとする。Pestoff はこれまでの研究で、社会的企業による福祉サービス（介
護・保育）の質が高いことを科学的な手法で検証してきた。本研究では Pestoff の分析視点をふま
えた質問紙調査を行い、日本の社会的企業が供給する介護・医療の社会貢献について、またその
普遍的価値について国際的に発信することであった。 

 
 

３．研究の方法 
 

図１は本研究における調査の実施プロセスを示す。介護・医療を供給する協同組合および公立
病院、一般病院を対象に、質問紙による「職員調査」「利用者調査」を実施し、データベースを作成
し、参加する研究者それぞれの視点で分析を行った。表１は調査の実施プロセスを示す。本調査
は 2013 年から継続しており、また三菱財団研究助成、大阪大学国際共同研究促進プログラムによ
る研究と連動している。本調査では 2013 年に協力団体を訪問し、基礎データを収集し、運営に関
するインタビュー調査を実施している。 
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図 1. 本研究における調査の実施プロセスの全体像 

 
 
図 2 は本調査の分析枠組みである。この枠組みに基づいて質問紙調査を作成し、プレ調査を実

施した上で調査に使用した。「職員調査」では職場としてその団体を選んだ理由、労働環境、仕事
の満足度（待遇、やりがい等）、職場環境（ステークホルダーとの対話等）、提供するサービスの質、 
団体の社会貢献に関する項目を中心に設計した。「利用者調査」では、サービスに対する満足度、
ステークホルダー間の対 
話、団体の運営や行事への参加、団体の社会貢献に関する項目を中心に設計した。「ボランティ
ア調査」では、ボランティアの活動内容、サービスに対する評価、ステークホルダー間の対話、団体
の社会貢献に関する項目を中心に設計した。 
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図 2. 本調査の分析枠組み 

 
 
 
４．研究成果 
 
表１は、本研究で作成したデータベースのサンプル数である。 

 
表１．各調査で集まった有効回答数(サンプル数） 

 JA 厚生連 医療生協 公立病院 民間病院 

職員調査 2562 2852 1445 232 

利用者 (患者)調査 114 517 － － 

ボランティア調査 64 172 － － 

 
 

本研究により、協同組合による医療・介護で働く職員、利用者（患者）、ボランティアのデータベ
ースを完成したことは大きな成果であった。しかし公立病院、民間病院（医療法人）については、利
用者、ボランティア調査を実施することが困難であった。これは今後の大きな課題である。 

研究成果は研究者による分析となるが、協同組合による医療や介護の現場では、職員の仕事の
やりがいや満足度が高いこと、また利用者、ボランティアとの対話が多くなされていることなどが明ら
かとなっている。このデータベースを用いて、本研究では、すでに国際学会で10件の研究報告を
行っている。また今後は、広く一般に研究成果を広めるために。これらの論文を中心としたPestoff
氏との共著（日本語、英語）の出版計画を進めている。 

 
本研究は、全国厚生農業協同組合（JA厚生連）、日本医療福祉生活協同組合連合会、生協総

合研究所、また調査の匿名性のため、名前をあげることはできないが、公立病院、民間病院、各地
で活動されているJA厚生連、医療生協の組合員、職員、利用者の皆様のご協力とご支援があって
こそ実施が可能となったものである。 

また日本の協同組合の制度や関連の法律については栗本昭氏（法政大学教授）、また調査票
の設計については近本聡子氏（生協総合研究所主任研究員）の指導を受けた。 

Kathleen Pestoff 氏には、すべての調査、研究会に出席して、記録をとっていただき、貴重な意
見をいただいた。 
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